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機関名 岩手大学、東京海洋大学(1)

産連本部名等

概要

科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業（研究支援人材育成プログラム）
水産海洋イノベーションコンソーシアム

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
【本取組の目的】
複数の大学等でコンソーシアムを形成し、企業等
とも連携して、研究支援人材の流動性を高めつ
つ、安定的な雇用を確保しながらキャリアアップを
図る仕組みを構築する。その結果、我が国の水産
地域において、優れた研究成果を生み出すことが
可能となり、その基盤構築が推進される。なお、東
京海洋大学が申請機関、岩手大学は参画機関で
ある。
【本取組を立案する際に、特に注意した点】
東京海洋大学、岩手大学、北里大学の３大学がコ
ンソーシアムを構築し、研究支援人材の勤務地を
東京・三陸沿岸等で循環させ、地域での固定化を
防ぎ、生産地と消費地の関係を熟知した人材に養
成する。
【平成２６年度に実施した内容】
・３大学で科学技術研究支援人材育成に向けた３
大学連携推進に関する基本合意書を締結
・宮城県気仙沼市に「水産海洋イノベーションオ
フィサ育成プログラム推進室」を設置
・研究支援人材の選考　東京海洋大学３名、岩手
大学１名、北里大学１名
・第１回水産海洋イノベーションコンソーシアム
フォーラム
【従来の取組との違いや特徴】
大学独自で特定研究課題を推進するのではなく、
他大学、自治体、地域の企業等と連携し、研究支
援人材を育成する。
【目指している成果（成果指標等）】
水産海洋分野に特化した研究支援人材の育成と
システム構築
【今後の展開や市場規模、シェア等】
・全国にシステムを普及することで、全国の水産地
域に広い見識を有した人材を配置出来る
・ http://olcr.kaiyodai.ac.jp/
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機関名 岩手大学、東京海洋大学(2)

産連本部名等 地域連携推進機構

概要

SANRIKU(三陸)水産研究教育拠点形成事業

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
【本取組の目的】
　三陸沿岸の水産業の高度化・活性化を目指すた
め、「水圏環境」「養殖」「新素材・加工技術」「マー
ケティング」まで一貫して、研究・教育を行う。
　三陸ブランドとなる水産資源の研究を推進すると
ともに、水産業を担う人材を育成する。

【本取組を立案する際に、特に注意した点】
平成23年10月に本事業に参画する３大学（岩手大
学、東京海洋大学、北里大学）との間で「三陸水
産業の復興と地域の持続的な発展に向けた３大
学連携推進に関する基本合意書」を提携するとと
もに、事業の企画立案や研究を推進するため、3
大学の学長・理事クラスをメンバーとする体制を整
備した。

【平成２６年度に実施した内容】
・集水域・河川・河口域・沿岸生態系調査
・三陸のサケ資源の持続的利用とブランド化に関
する研究
・被災企業等に対するマーケティング支援、デザイ
ン支援
・塩蔵ワカメの匂いの定性・定量評価法の確立

【従来の取組との違いや特徴】
・3大学内に研究分野毎の研究チームを設置する
とともに、それぞれの研究チームが他大学の研究
チームと連携を取りながら研究を推進する。

【目指している成果（成果指標等）】
・水産業を担う人材の養成
・SANRIKU発オンリーワン食材の製品化及びブラ
ンド化

【今後の展開】
・三陸における水産研究教育拠点の確立
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機関名 東北大学

産連本部名等 産学連携機構

概要

産業技術総合研究所との組織的連携

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等

産業技術総合研究所との共同研究マッチングファンド事業
産業技術総合研究所とは、平成18年より組織的連携協定を
結び、環境、材料、情報通信、エレクトロニクス分野等の多
岐にわたる共同研究を推進してきた。平成26年2月には東
日本大震災からの復興・再生を目指した産学連携・協力に
関して同協定の改訂・強化を行い、平成26年度においては、
それまでの多分野・領域融合の研究連携の推進に加えた新
たな取組として、以下を実施している。

①日本が誇るマテリアルの世界 材料フェスタin 仙台
【日程】平成26年7月28日～29日（2日間）
【場所】仙台国際センター
【主催】産業技術総合研究所、物質・材料研究所、東北大学
【趣旨】日本のマテリアル技術の素晴らしさと将来の競争力
を強くアピールし、日本の将来を担うマテリアル系研究人材
の底上げを図り、将来の人材確保につなげる。学生による
ポスタープレゼンテーションや企業による最先端技術の展
示、マテリアル技術発展に根差した特別講演等、多数プログ
ラムを実施。
【参加者】二日間総計2,640名（内、学生968名）

②共同研究マッチングファンド事業（右記参照）
双方の研究者が連携して取り組む共通の研究課題に対し
て、両機関が共同で各数十万円程度の内部研究予算を充
当し、当該研究の発展を支援するとともに、更なる外部資金
の獲得につなげる事業。初年度の平成26年度は、総採択件
数15件の内、以下の1件が大型の外部資金獲得につながっ
ている。

平成２６年度 JST戦略的創造研究推進事業（さきがけ）
「磁性規則合金を用いた新機能スピントルク発振素子の創
製」
（東北大学金属材料研究所　関　剛斎　助教）

本年度以降も同様に成果拡大を目指して本事業を継続す
る。
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機関名 筑波大学

産連本部名等 国際産学連携本部

概要

研究開発法人とのマッチングファンドによる新たな産学連携機会の創出

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
国立大学法人筑波大学と他の研究開発法人に
おいて、学術領域における共同研究チーム等に
よって実施される研究で学術的かつ独創的で出
口志向でのイノベーション推進につながる研究
とすることを目的とする。

・筑波大の持つ医学系を含む科学研究の強み
と産総研のエレクトロニクス分野の世界トップク
ラスの技術開発のパワーを組み合せにることに
よって、社会実装を強く意識したつくば地区なら
ではのシナジー効果を高めることに留意した。

・平成26年度は、従来の産総研との連携とは違
い、それぞれの機関が予算を捻出（それぞれ
1000万円、計2000万円。１課題あたり222万円）
し、共同研究を公募する新たな試みである。

・当初の公募で67件の応募があり、書類選考で
18件に絞った上でプレゼンにより最終的に９件
を採択した。

・学術領域や研究分野の壁を越えた多くの共同
研究を創出することが目的。

・平成26年度に採択された課題（９課題）は、平
成28年３月までの共同研究期間としているが、
平成27年度以降も第２弾や、他の機関との合わ
せ技についても検討している。

http://www.tsukuba.ac.jp/wp-
content/uploads/201410241415.pdf
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機関名 千葉大学

産連本部名等
学術研究推進機構　産業連携研
究推進ステーション

概要

千葉大学と小野薬品工業株式会社、及び複数大学による、新しいオープンイノベーション型の創薬志向型共
同研究の実施

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等

　千葉大学の持つ研究シーズ（理学部発）に対し
て、これまでに小野薬品工業と１対１の共同研究
を進めてきたが、次のステップとして、今まで以上
に迅速に創薬に結びつけるべく、他大学（北大、
山形大、神戸大）の知見や強みを取り込んで、新
しい形の産学連携のネットワークの構築を行っ
た。

　この産学連携ネットワークの特徴は、「千葉大学
発のシーズに起点を置く点」、「既に進めていた１
対１の共同研究からの発展形である点」であり、
特に契約内容の整備（過去の契約からの矛盾を
なくし、新たに加わる大学等との調整）に注意し、
千葉大学と小野薬品工業を中心に取りまとめた。

　平成２６年度中では、千葉大学と小野薬品工業
の間で既に進んでいた研究内容の把握と契約内
容の精査、そこから新規契約に係る枠組みの策
定と、実際の契約内容の交渉、調整を行った。

　従来、創薬は１つの特許（シーズ）で１つの製品
（薬）をカバーできることが多いことから、製薬企業
はできるだけ自社内での研究開発を進めようと
し、産学連携を行う場合も限られた内容の１対１の
共同研究にとどまる場合が多かった。今回の取組
は、初めに「医薬品を創製する」という産学共通の
ゴールを設定し、そこにできるだけ迅速に進むた
めにはどうしたらよいのか？という構成から始ま
り、そこに必要な強みをもつ他組織を横断する
ネットワークを構築している点が特徴的である。

　早期の医薬品創製に向けて、戦略的に研究開
発を進めている。
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機関名 東京医科歯科大学(1)

産連本部名等 産学連携研究センター

概要
【制度の概要】
本学における研究の進展及び充実を図ることを
目的に、本学と学外機関等（企業・アカデミア）が
特定の研究内容について一定期間継続的に協
働して研究を行う為の制度である。
【本取組の目的】
○共同研究、受託研究等の既存の産学連携ス
キームでは、本格的な応用研究の実現には不
足があると言われている。研究期間・人員配置・
研究体制・知財の取り扱い等、新たな制度設計
をすることで実用化研究環境を整備することを
目的とした。
○論文不正問題等により産業界は疑惑を招き
やすい寄付講座を廃止する動きがはじまってい
る。従来、寄付講座は、大学の自由闊達な研究
を支える重要な研究資源の１つであり、失う事は
本学の研究の停滞を招きかねない。そこで、透
明性の高く、企業として投資の成果が得られや
すい制度を設計することで新たな受け皿の構築
を目的とした。
【本取組を立案する際に、特に注意した点】
大学の研究の目線だけではなく、企業の目線か
ら実用化を意識した制度となるように注意した。
【従来の取組との違いや特徴】
通常の共同研究とは異なり、学内共同研究施設
の設置、産学相互から産学連携研究教員の配
置、知的財産の取扱い等、企業が円滑に事業化
を展開できるような制度設計にしている。
【平成２６年度に実施した内容】
医薬品、医療機器の実用化を目指す講座がそ
れぞれ1つずつ新設することができた。(計2件)
【目指している成果（成果指標等）】
産学連携により実用化に結び付いた件数の増
加
共同出願した知的財産権の実施による実施料
収入の増加

組織的産学連携活動の取組事例

ジョイントリサーチ講座制度の新設

体制図等

東京医科歯科大学【TMDU】 外部機関

企 業
財 団
独立行政法人 等

＊複数でも可

手続きの流れ

１ 学外機関から部局長へ
申込書・概要・履歴書・
就任承諾書

２ 教授会等での審議
３ 部局長から学長へ

教授会での審議結果を申請
４ 教育研究評議会での審議
５ 学長から部局長へ結果通知
６ ジョイントリサーチ講座
契約書の締結

ジョイントリサーチ講座・部門

ジョイントリサーチ講座契約
(1)対象とする特定研究分野
(2)講座の存続期間
(3)教員の身分及び雇用期間
(4)研究の実施方法

(5)経費
(6)特許と公表
(7)その他必要な事項
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機関名 東京医科歯科大学(2)

産連本部名等 産学連携研究センター

概要

学術指導契約制度の導入

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
【制度の概要】
『学術指導契約』は既存の共同研究契約・受託研究
契約では困難であった技術指導、監修、コンサルティ
ング等の産学連携案件について、従来の時間外兼
業（大学の職務外）ではなく、本務（大学の職務）とし
て対応する制度である。
【従来の取組との違いや特徴】
従来から本学 研究者は、企業等から各種相談等を
受けて専門的な知見の提供が日常的に行われてい
た。その際、契約・報酬なしに情報開示することが多
く、知財にあたる情報も含まれていた。本制度導入に
より適切な契約を締結することで、貴重な研究内容・
知財を保護することを可能とした。
【本取組の目的】
〇これまで契約等で保護が困難であった、高度な知
見、アイデア（医療現場のニーズ含）、ノウハウ等を、
本学の知的財産として保護すること。
〇新規の共同研究あるいは技術移転等を開始する
前に、実施可能性を検討する場の実現。
【本取組を立案する際に、特に注意した点】
○従来より、個人兼業としてコンサルティング活動は
なされているが、それを否定するものではなく、あくま
でも業務としての行うコンサルティングと位置付けとし
たこと。
○共同研究等は一定の期間設定があるが、本取組
では、時間単位の産学連携活動をも対象する他、報
酬の額等にも上下限を設けず、柔軟な対応がとれる
形とした。
【平成２６年度に実施した内容】
契約件数：8件　受入金額：1,961,560円
【目指している成果（成果指標等）】
学術指導契約数・金額のみならず、本制度が契機と
なって、共同研究契約件数・金額(大型・長期含む)の
増加が期待される。
【参考URL】
http://www.tmd.ac.jp/tmd-
research/cooperation/gakujutsu/

≪学術指導開始までの流れ≫

研究者のみならず、複数の部署が業務をそれぞれ担当している。

候補となる研究者が不明の場合、産学連携研究センターが企業の要

望を聞き、候補研究者の探索からサポートしている。
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機関名 東京工業大学

産連本部名等 産学連携推進本部

概要
○本取組の目的：　本学の産学連携会員制度
の会員である小松製作所（以下、コマツ）と協力
して、特定分野における大型の共同研究を実施
する共同研究講座・部門制度を活用して企業側
の重点テーマの共同研究を推進するべく、企画
活動を実施した。
○平成26年度に実施した内容：　企業側重要
テーマであるトライボロジーをターゲットに設定
して、産連本部にて適切な教員を選定し、当該
企業と「共同研究講座開設準備協議会」を設置
し、4回の協議会を開催して、具体的な研究内
容、研究計画、実施体制、人員計画等の共同
研究講座設置に向けた詳細検討を行った。この
結果、コマツ建機革新技術共同研究講座の平
成27年4月1日付けにての発足ならびに組織的
連携協定の締結に合意した。
○注意した点・従来の取組との違いや特徴：
企業側のニーズに応じた研究を実施できる学内
の教員の選定、ならびに、その後の企画検討活
動の運営において本学側にて従来はほとんど
交流のなかった3研究室がこれをきっかけとして
活発な意見交換を実施することで、共同研究講
座の実現に至った。
○目指している成果：　本共同研究講座では、ト
ライボロジー技術の研究に取り組み、建機の
キーコンポーネントである油圧機器の高性能化
を目指す。本学のトライボロジーにおける機械、
材料、化学各分野の研究者とコマツの研究者に
よる学際的な研究体制を構築し、コマツと東工
大が協力してトライボロジー技術の発展と人材
育成に取り組む。
○今後の展開：　コマツと産連本部にて年2回、
研究の進捗を確認する会議を開催することとし
た。

組織的産学連携活動の取組事例

株式会社小松製作所との新規共同研究講座の企画活動と組織的連携協定の締結

体制図等

【参考】東工大ニュース http://www.titech.ac.jp/news/2015/030818.html
http://www.titech.ac.jp/news/pdf/tokyotechpr20150407_komatsu.pdf

コマツー東工大 組織的連携推進体制

その他共同研究等の

複数の連携テーマ

東工大： 産学連携推進本部

コマツ： CTO室 技術統括部

連携事務局

連携推進会議

企業側CTO 、東工大理事・副学長（研究担当）を含めたメンバー

連携状況の確認ならびに今後の連携方針の確定

＜担当教員＞

大竹 尚登 教授 （材料工学）

京極 啓史 教授 （機械工学）

青木 才子 准教授 （化学工学）

＜共同研究講座教員＞

菊池 雅男 特任教授 （コマツ兼任）

田中 真二 特任准教授

その他研究員2名

コマツ建機革新技術共同研究講座

テーマＡ テーマＢ テーマＸ

将来建機に求められる機械、電気、材料、情報通信などの分野における革新的技術

現象解明につながる計測、分析、CAEなどの先進的「見える化」技術

将来の建設・鉱山向けソリューションビジネスを支える要素技術

組織的連携

トライボロジー技術の研究により油圧機器の高性能化を目指す

油圧ポンプ
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機関名 横浜国立大学

産連本部名等 共同研究推進センター

概要

Sic等大電流パワーモジュール用実装材料開発・評価支援プロジェクト　フェーズⅡ
(ＫＡＭＯＭＥ－ＰＪ Ⅱ ：  Ｋanagawa　Ａdvanced Ｍｏdule for Ｍaterial Ｅvaluation－Ｐroject )

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
【目的】
大電流及び高温下で動作可能なＳｉＣパワーモジュール用材料の
開発は各メーカーで行われているが、そのモジュールの最適実装
構造に適した材料及びその耐久信頼性の相対的な評価は、個々
のメーカーにとって困難な状況にある。本プロジェクトは、大学及び
産技センターが中心に検討を行い、結果を会員企業にフィードバッ
クすることにより、材料及び接合技術の開発を促進することを目的
としている。
【本取組を立案する際に、特に注意した点】
競合企業が参加しやすいように秘密保持と科学技術の結果とのバ
ランスを保った点
【平成２６年度までの成果】
平成２３年度からの２年間がフェーズⅠで試作評価のプラットフォー
ムを確立しその有効性を確認した。
平成２５年度からの２年間がフェーズⅡでは、最高レベルの封止
材、接着シート材を適用したオールＳｉＣモジュールの試作を行い、
初期性能の評価に引き続き、－40～＋250℃のサーマルサイクル
テスト（ＴＣＴ）及びパワーサイクルテストを実施し、一定の評価結果
を得た。いくつかの課題も見出し、現在はフェーズⅢとして、継続中
である。
【従来の取組との違いや特徴】
国の助成なしで企業からの資金で主体的に運営している点が大き
な特徴である。
【目指している成果】
モジュールの高信頼性と超寿命化に加え、標準化が見えていない
SiCパワーモジュールの評価としてリーズナブルな評価方法と条件

の提案を目指す。
【参考URL】
http://www.y-jisso.org/modules/news/article.php?storyid=112

ＫＡＭＯＭＥ－ＰＪ Ⅱ運営組織

参加企業約20社が約200万円／社×２年を支払い、試作評価、研究費に当てる。マネジメント試作部門によりモジュールの試作を実施

する。大学は開発の主導的な立場でWGのリーダーを務める。アドバイザーはユーザの立場から開発の方向性について提案する。産学

官が渾然一体となって開発評価を進めている。事務局にNPO法人YUVECが担当している。
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機関名 富山大学

産連本部名等 地域連携推進機構　産学連携部門

概要

次世代スーパーエンジニア養成コースの開催

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等

　　　　　　　富山県の地域産業に密着した教育プログラム

　　　　　　　＜専門技術論＞　　　　　　　　　　＜産業技術論＞

　　　　エレクトロニクス工学特論Ⅰ　　　     実践技術経営特論MOT
　　　　エレクトロニクス工学特論Ⅱ　　　     電気･電子部品産業特論
　　　　機械･材料工学特論Ⅰ　　　　　　     アルミ加工産業産業特論
　　　　機械･材料工学特論Ⅱ　　 　　　 　　 機械･部品工具産業特論
　　　　医薬品基礎工学特論　　　　　　　　　プラスチック産業特論
　　　　医薬品製造プロセス工学特論　　　　医薬製剤産業特論

　　　　　　　　　　　　　写真　講義風景

１．開催趣旨（目的）
　地域産業の高度化を目指し、大学教員と企業
人による地域総がかりで企業の中核人材の養
成を行っております。このコースでは先端研究
に携わる大学教員の基盤科学技術とベテラン
技術者による企業間の壁を越えた実践技術の
集大成を有機的に結び付け、「専門分野の深
み」、「産業界で必要とされる幅広い知識」、「産
業界やマーケットの動きに柔軟に対応できる能
力」を併せ持つ、次世代のスーパーエンジニア
の養成を目指しております。

２．開講科目
（１）専門技術論6科目：原理原則に基づく大学
院レベルの講義を学ぶことができます。主に大
学教員（約60名）が講師を務めます。
（２）産業技術論6科目：企業現場で役立つ実践
的な実例を主体にした講義を学びます。また企
業のプロジェクトXがどのように生まれ育って
いったかも講義します。富山県内企業に加えて
国内関連主要企業のキャリアエンジニア(約60
名)が講師を務めます。

３．受講対象者　　企業技術者　等

４．受講料　　　　　29,600円／科目

５．開講曜日
　　　H26年4月～H27年３月の土曜日昼間

６．H26年度の受講者実績
　　　①受講者数：185名
　　　②延べ受講者数：293名

- 14 -



機関名 信州大学

産連本部名等 産学官・社会連携推進機構

概要

「地域卓越研究者戦略的結集プログラム　エキゾチック・ナノカーボン（ENCｓ）の創成と応用プロジェクト」
による産学連携活動拠点形成と継続的な産学連携推進

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
・本取組の目的
　長年にわたり本学に蓄積してきたナノカーボン
技術をコアとして、その技術シーズを基に産学
連携を通じてイノベーションの創出に結び付け
る。
・特に注意した点
　研究開発のアーリーステージにおいては、企
業間の競争よりは、効率的、協調的な技術開発
が重要であるため企業コンソーシアムを立ち上
げ、基盤技術を蓄積し、大学と企業間で共有で
きるようにした。
・平成２６年度に実施した内容
　PJ自体は、25年度で終了したが、それまでに
開発してきたナノカーボン複合材については、
多岐にわたる市場ニーズが存在するため、継続
して実用化に向けた技術サポートを行った。
・従来の取組との違いや特徴
　企業コンソーシアムを通じたオープンイノベー
ションの展開が特徴である。
・目指している成果（成果指標等）
　革新的ナノカーボン材料・複合材料の開発お
よび連携企業による実用化
・今後の展開や市場規模、シェア等
　ナノカーボン複合材料の、シール材としての応
用範囲を広げるため、更なる研究を行ってい
る。
・ファンディング、表彰等
　平成25年11月より、本ENCｓ PJなどで蓄積し
てきた研究開発力を基盤に、文部科学省、JST
のCOI　STREAM事業の中核拠点としてファン
ディングを受けている。
・参考URL
　http://www.shinshu-u.ac.jp/project/encs/
　http://www.shinshu-u.ac.jp/coi/

◆ENCs拠点長である学長、および

プロジェクト責任者である産学連携

担当理事のリーダーシップのもとで、

学内の支援組織を組織した。

◆また、研究開発成果の実用化を

推進するための企業化推進体制を

長野県、長野県テクノ財団と連携し

組織した。

◆実際の企業化の研究開発を組

織的、効率的に推進し、大学と企

業間の情報を共有することを目的

に、連携企業がコンソーシアムを組

織し、研究開発のアーリーステージ

におけるオープンイノベーションを

推進した。コンソーシアムと、ENCs
の研究チームとは、緊密に連携し、

研究開発成果や技術ニーズの共

有を行った。

◆長野県、長野県テクノ財団の

コーディネータなどが中心となって、

企業化の候補企業を重点に情報

発信を行い、新たな連携企業の参

加を促進した。
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機関名 静岡大学

産連本部名等 イノベーション社会連携推進機構

概要

ヤマハ発動機ラボラトリー in 静岡大学（通称　YMC研究室＠静大）

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
ヤマハ発動機と静岡大学は包括連携協定を締結し
ている。

・本取組の目的
　ヤマハ発動機の技術ニーズに対して静岡大学の
　総合力を活用して製品化・事業化を目指す。

・本取組を立案する際に、特に注意した点
　個別の共同研究ではなく静岡大学のシーズの総
　合力を活用すること。具体的には静岡大学で進め
　ている「超領域研究推進本部」との連携を強化す
　る。
　
・平成２６年度に実施した内容
　①ヤマハ発動機の現事業の成長に貢献するため
　　の２件の大型共同研究（ミッション１）
　②ヤマハ発動機の新たな成長に貢献するための
　　1件の大型共同研究（ミッション２）
　③継続的なフィージビリティスタディ（ミッション３）

・従来の取組との違いや特徴
　個別の教員による共同研究ではなく「超領域研究
　推進本部」との連携による総合的共同研究を実施
　すること。

・目指している成果（成果指標等）
　①現事業の商品への応用（ミッション１）
　②新商品の開発（ミッション２）
　③継続的な連携（ミッション３）
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機関名 名古屋大学

産連本部名等 学術研究・産学官連携推進本部

概要

産学協同研究講座

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等

・本取組の目的（どのような課題解決を目指して
いるか）
  民間企業の大型資金を導入し、アンダーワン
ルーフでイノベーション創出を図るとともに、本
学の教育研究の進展及び充実を図る。

・平成２６年度に実施した内容
　民間企業に対して産学協同研究講座への参
加を積極的に働きかけた結果、10講座を新たに
設置された。

・従来の取組との違いや特徴
　平成26年度は、COI(Center of Innovation)プロ
ジェクトが本格的に稼働する時期であり、同時
に国際科学イノベーション拠点(NIC)が完成する
時期でもあるので、COI関連の産学協同研究講
座を大幅に増加させた(6講座)

・目指している成果
　NICを産学官連携の拠点として、アンダーワン
ルーフの下、バックキャスト型研究開発を志向
し、イノベーションを創出する。産学協同研究講
座はそのために産学を結びつける制度として活
用する。

・参考URL（企業、大学、ファンディング機関、表
彰機関による研究紹介やプレス等）
　http://www.coi.nagoya-u.ac.jp/
　http://www.aip.nagoya-
u.ac.jp/industry/lecture/

表1 産学協同研究講座
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機関名 名古屋工業大学

産連本部名等 産学官連携センター

概要

産学官連携体制による「GaN/Siパワーデバイスの実用化」への取組み

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
【目的・課題】
　世界中で電力エネルギーの需要が増加する
なか、既存のSi半導体で対応し続けるには限界
があり、より一層の省エネルギー化のために高
効率パワーデバイスが必要となっている。そこ
で、Si半導体に替わる高出力・高効率なパワー
デバイスとしてGaN系半導体の開発が進められ
てきたが、GaNは格子欠陥や歪の少ない大口径
の単結晶基板の作成（低コスト化）が困難という
課題がある。
【取り組みの特徴】
　本学ではGaN/Si成長技術を核に、世界に先
駆けて、窒化物半導体パワーデバイスの実用
化を更に推進するために、「窒化物半導体マル
チビジネス創生センター」を整備した（平成25年
8月完成）。このセンターに装置、材料、デバイ
ス、システムなどの関連技術分野の川上から川
下までの多くの企業が集結し、一つ屋根の下に
おいて、基礎から応用、製品試作・評価を行う産
学連携体制を構築している。これにより、大学と
いう共通のプラットフォーム（場）で、協働して研
究開発を進めることで、効率的に研究開発を推
進することが可能である。
【支援体制の構築】
　ＵＲＡオフィス、研究支援課、産学官連携セン
ターが本活動・運営を支援する体制を構築し、
研究開発を推進している。
【H26年度実施状況】
　装置メーカー、材料メーカー等の4社がセン
ターに入居し、３件の共同研究契約（計91,664千
円）を締結している。またデバイス化・システム
化等、実用化研究を推進する企業６社とも共同
研究を開始した。さらに、スーパークラスタープ
ログラムにおいて、「GaN/Siベース半導体の確
立とその社会実装」を実施した。

図１．企業が入居し、産学連携体制で研究開発を推

進する「窒化物半導体マルチビジネス創生センター」

図２．「窒化物半導体マルチビジネス創生センター」の産学連
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機関名 滋賀医科大学

産連本部名等 知的財産本部

概要

産学官連携による携帯型マイクロ波手術機器の開発

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
・本取組の目的
　これまで災害や事故現場で利用できる、携帯電源により
駆動できて十分な止血埜力のある止血用手術機器があり
ませんでした。そこで携帯型のマイクロ波による蛋白質の
変性を利用した止血用手術機器の開発を目指しました。

・本取組を立案する際に、特に注意した点
　研究開発のコンソーシアムを組むにあたり、各機関の役
割分担と責任の明確化を図りました。

・平成２６年度に実施した内容
　滋賀医科大学のマイクロ波による止血に関する研究シー
ズを、薬事申請、上市が見通せるレベルにまで完成度を高
めました。

・従来の取組との違いや特徴
　素材から、機器製造、医療機器販売まで、事業化に必要
な事業系列を全て取り入れた研究開発の取組みでした。

・目指している成果
　電源確保が困難な野外での災害現場等で、携帯電源で
使用可能な止血用手術機器の開発を目指しました。

・今後の展開や市場規模、シェア等
　平成30年度上市予定、年間販売見通し　数億円規模

・ファンディング、表彰等
　経済産業省の医工連携事業化推進事業の支援を受けま
した。

・参考URL
　(事業管理機関）滋賀医科大学；http://www.shiga-
med.ac.jp/

開発した携帯型マイクロ波手術器

マイクロ波鉗子
携帯型マイクロ

波電源
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機関名 京都大学

産連本部名等 産官学連携本部　共同研究部門

概要

京都大学とダイキン工業株式会社との組織対応型包括連携協定の締結について
～文理融合による新しい社会価値創造をめざして～

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
 京都大学とダイキン工業株式会社は2013年よ
り3年間「京都大学とダイキン工業との組織対応
型包括連携協定」（以下、DKイノベーションプロ
グラム）を締結した。従来の産学連携は教員と
企業の研究者が個別で連携する事例が大半で
あったが、本プログラムでは産官学連携本部を
窓口とし、学際融合教育研究推進センター、学
術研究支援室と連携を図り、「空間（空気、環
境）とエネルギー」分野における、10年後、20年
後の世界の姿を見据えた、新しい社会的価値
テーマ創出、およびこれを受けた共同研究等の
創成を目標としている。
　DKイノベーションプログラムは具体的には以
下の3点から構成されている。
１．新しい社会価値テーマの創出
　文系理系問わず京都大学の研究者や学生、
ダイキン社員と「100人ワールドカフェ」を開催
し、800以上のキーワードを創出し、そこから当
初目的としていた社会的価値テーマを5つ提供
した。
２．グローバル技術ネットワークの構築
　個別マッチングやテーマ探索型連携などを通
じて共同研究が多数生まれた。
３．技術マネジメント手法の習得
　経営学の教員と連携をし、企業セミナーや
ロードマップ支援を通じて、ダイキン社員のMOT
手法の習得に寄与した。
　産学連携は一般的に理系の技術連携が中心
であるが、DKイノベーションプログラムでは文理
融合型でテーマそのものを探索する点に特徴
がある。明確なテーマがあればそれに紐付く教
員を紹介しマッチングすればよいが、オープンイ
ノベーションが叫ばれる昨今テーマ探しの段階
から大学が関与した珍しい事例である。 http://www.saci.kyoto-u.ac.jp/?p=3150

- 20 -



機関名 大阪大学(1)

産連本部名等 産学連携本部

概要

共同研究講座、協働研究所の設置推進

組織的産学連携活動の取組事例

体制図等
・本取組の目的
　　Industry on Campus を推進し、大学の教育・研究
　　力を向上させる。
・本取組を立案する際に、特に注意した点
　　企業側にはオープンイノベーションを推進しや
　　すい環境の提供、大学側には研究力強化と
　　人材育成の手段を提供することによりWin-Win
　　の関係を構築する。
・平成２６年度に実施した内容
　　１協働研究所と11共同研究講座を設置し、合計
    42の組織を運営している。
　　具体的な成果事例は右欄参照。
・従来の取組との違いや特徴
　　企業側の研究者が大学に常駐することにより、
　　企業が大学の協力を得てプロジェクトを、企業の
　　視点で主体的に推進する。
・目指している成果（成果指標等）
　　さらに新規の共同研究講座・協働研究所を設置
　　することなどにより、大型共同研究を増加させ
　　新しい研究テーマの発掘やオープンイノベー
　　ションの創出につなげることとしている。
・表彰等
　　2014年9月に、第11回産学官連携功労者表彰
　　として、大阪大学発の新しい産学連携制度
　　「共同研究講座」が受賞。
・参考URL
　　共同研究講座：
　　　http://www.uic.osaka-u.ac.jp/
　　　rules/jointresearch.html
　　協働研究所：
　　　http://www.uic.osaka-u.ac.jp/
　　　rules/alliancelab.html

■共同研究講座・協働研究所の設置実績

■共同研究講座・協働研究所のH26年度成果事例

①交流会とシンポジウムの開催

設置済みの共同講座、研究所による学内向け交流会を年２回（6月と9月）開催。また、学外向けに成果発信

としてシンポジウムを開催（12月）。

②人材育成等の事例

・カネカ協働研究所：企業研究者の博士課程への入学２名、学生のカネカへの入社１名。

・アジレント協働研究所：学内向けセミナー・技術講習会の開催11回。

・Hitz協働研究所：生命先端専攻「生命先端工学特論Ⅰ」集中講義実施。

③プレスリリース事例
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共
同

研
究

費
(億

円
)

年度

共同研究費実績（共同研究講座と協働研究所を含む）
共同研究講座と協働研究所研究費

共同研究費（共同研究講座と協働研究所以外）

共同研究費(法人化前）

平均研究費(共同研究講座と協働研究所以外)

平均研究費

共同研究件数(共同研究講座と協働研究所以外)

共同研究件数

（注）平成２３年度は、共同研究
講座の共同研究費
（平成２４年度分）の一部を
前年度末に受け入れた
金額も計上

年度
件数

研究費(億円)
研究費平均(万円)

件数
研究費（億円）

研究費平均(万円)

全共同研究

共同研究講座と
協働研究所

(内数)

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
265 306 457 586 643 764 768 826 859 859 935 961 952
12.1 12.5 18.1 21.6 23.5 25.4 28.4 29.2 28.1 31.5 28.3 32.2 36.4
457 408 396 369 365 332 370 354 327 367 303 335 382

3 11 18 24 28 32 34 34 42
0.8 3.0 5.9 6.5 7.9 9.6 9.5 10.3 14.7

2,700 2,800 3,300 2,700 2,800 3,000 2,800 3,000 3,500
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機関名 大阪大学(2)

産連本部名等 産学連携本部

概要
　民間企業への技術移転や大学発ベンチャー起
業を通じた実用化の可能性を高め、研究成果の
社会への還元を促進するべく、実用化に向けた
評価・検討を行う取り組みを実施しています。
　本プログラムは、産学連携本部が外部有識者
および投資家等と連携しながら、大阪大学の研
究成果の実用化・起業化を支援する、大阪大学
独自の学内公募プログラムです。
　平成23年度から本プログラムを実施し、これま
でに例えば、以下のような成果につながってい
ます。
・採択件数：累計45件（採択率33.8％）
・これまでに採択された課題の実用化進捗状況
　・民間企業との共同研究契約の締結：累計17
件
　・民間企業へのライセンス契約件数：累計：4件
　・大学発ベンチャー設立：累計1社
　・（参考）実用化に向けた競争的資金の獲得：
累計7件（例：JST・大学発新産業創出プログラ
ム、経済産業省・医工連携事業化推進事業等）
　従来の公的資金との主な違いは、申請から試
験研究終了までの過程で、外部有識者からの助
言や、案件担当者による技術アセスメント（特
に、提携候補企業に対するニーズの確認）の結
果を、研究代表者にフィードバックし、実用化に
向けた研究計画がブラッシュアップされる点で
す。
　平成２６年度は、あらたに文部科学省（JST）の
EDGE事業と連携し、研究成果を事業化する演
習プログラムの演習題材として自らの研究シー
ズを提供する研究代表者に対して、同研究シー
ズのギャップファンド資金をEDGE事業の一部か
ら配分しました。

組織的産学連携活動の取組事例

大阪大学UICギャップファンド：大学発技術の事業化を効果的に推進する実用化研究助成プログラム

体制図等

大阪大学UICギャップファ
ンドのプロセスと成功の

大阪大学UICギャップファ
ンド設立の目的
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